
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 11月 24日

上   場   会   社   名       日鉱金属株式会社 上場取引所東証第一部

コード番号       5716 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報室長　　　経理参事 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　八牧暢行　　　坂元重治 TEL (03) 5573 - 7258
中間決算取締役会開催日　　平成 12年11月24日
親会社名　　   株式会社ジャパンエナジ－　     （コード番号：　5014） 親会社における当社の株式保有比率：　      57.60％

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 144,881 8.8 10,524 31.5 11,364 79.6
11年 9月中間期 133,109 △ 0.7 8,006 △ 29.1 6,326 △ 24.9
12年 3月期 276,458 18,632 15,657

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
12年 9月中間期 5,855 74.2 25.51 24.54
11年 9月中間期 3,361 △ 12.2 14.88 14.79
12年 3月期 8,260 36.27 35.30
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期  2,299百万円   11年 9月中間期△528 百万円   12年 3月期△507 百万円
     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 - 百万円
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
12年 9月中間期 315,935 89,213 28.2 388.65
11年 9月中間期 302,890 81,783 27.0 357.36
12年 3月期 311,691 86,456 27.7 376.64

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
12年 9月中間期 9,928 △ 5,045 △ 7,029 3,776
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 18,908 △ 31,679 8,255 5,455

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  27　社   持分法適用非連結子会社数　1　社   持分法適用関連会社数　17　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）1　社   持分法（新規）2　社  （除外）　0　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 299,000 23,000 11,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）         47 円 92 銭
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（１）　企業集団の状況

　　当社グル－プは、連結財務諸表提出会社（日鉱金属株式会社，以下当社という。）、子会社43社及び関連会社24社

により構成されております。

　　なお、親会社は、株式会社ジャパンエナジ－であり、石油事業等を営んでおります。

　　当中間期の連結決算対象会社は、当社、連結子会社27社及び持分法適用会社18社の計46社であります。前期に比べ、

連結子会社1社、持分法適用会社2社の計3社が増加し、連結子会社1社が減少いたしました。

　　事業のセグメント別の連結決算対象会社は、次のとおりであります。

　<セグメント別連結決算対象会社>

区　　分 主な事業 当社、連結子会社及び持分法適用会社

資       源 銅，亜鉛，鉛等の金属資源の開
発・採掘

当社，豊羽鉱山(株)，春日鉱山(株)，ニッポンマイニング オ
ブ ネザーランド社，ニッポン エルピー リソーシズ社，エ
イ・エヌ・ティ ミネラルズ社，ジェコ(株)，エス・エフ・シ
ー(株)，(株)コフコ，ジャパン コジャワシ リソーシズ社，
ジャパン エスコンディーダ ファイナンス（株），ミネラ ロ
ス ペランブレス社，インダストリアル ファイナンス社

金 

属 

事 

業
金　　   属

銅，亜鉛，金，銀，電線，ﾁﾀﾝ，
硫酸等の生産・販売

当社，日韓共同製錬（株），日本鋳銅(株)，日鉱商事（株），
日鉱アジア（株）,ＬＧ－ニッコー・カッパー（株）,タツタ
電線（株），東邦チタニウム(株),八戸製錬（株）,秋田製錬
（株）,日立製線（株）,常州金源銅業有限公司

 金 属 加 工 事 業 伸銅品，特殊鋼製品，電子部品
加工製品等の生産・販売

当社，冨士電子工業(株)，宇進精密工業(株)，ニッポン・プ
レシジョン・テクノロジー（マレーシア）社，日鉱コイルセ
ンター(株)，日鉱ロジテック(株)，日鉱商事(株)，台湾日本
鑛業股�有限公司，ニッポンマイニング シンガポール社，ユ
ニオン タイタニウム スポンジ社，

 環境ﾘ ｻ ｲ ｸ ﾙ事業
産業廃棄物処理，スクラップの
集荷

当社，苫小牧ケミカル(株)，日鉱敦賀リサイクル(株)，日鉱
商事（株），日鉱三日市リサイクル(株)

エンジニアリング・

コンサルティング事業
エンジニアリング,コンサルテ
ィング

日鉱探開（株）,（株）日鉱ポリテック,（株）日鉱テクノサ
ービス,（株）日鉱事務センター，日鉱エンジニアリング（株）

そ の 他 の 事 業 船舶輸送，その他
日本マリン(株)，サーカムパシフィック海運(株)，日照港運
（株）,㈱日鉱物流パートナーズ，日鉱美術工芸(株)，黒部日
鉱ガルバ(株)

                                                 (注)下線は、持分法適用会社であります。

添  付  資  料
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（ ２ ） 経 営 の 基 本 方 針 及 び 当 面 の 主 要 課 題

当 社 グ ル － プ は 、 一 段 と 厳 し さ を 増 す 国 際 競 争 の 時 代 を 迎 え 、 将 来 を 見 据 え た 経 営 戦 略

に 基 づ き 、 総 合 的 な 効 率 化 、 営 業 力 の 強 化 ・ 充 実 、 技 術 革 新 等 を ス ピ ー デ ィ か つ 着 実 に 推

進 し 、 非 鉄 素 材 事 業 を 核 と し た 国 際 優 良 企 業 グ ル － プ を 目 指 し て お り ま す 。

主 要 課 題 は 次 の と お り で あ り ま す 。

当 社 グ ル ー プ 総 合 力 の 向 上

　 当 社 は 、 か ね て か ら 当 社 グ ル ー プ 総 合 力 の 向 上 を 重 点 課 題 と し て 掲 げ 、 グ ル ー プ 全 体 の

事 業 競 争 力 の 強 化 に 努 め て お り ま す 。 こ の た め 、 グ ル ー プ と し て の 経 営 計 画 の 策 定 、 営 業

戦 略 の 企 画 ・ 立 案 を 行 う と と も に 、 共 通 業 務 （ 情 報 調 査 、 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 、 資 材 調 達 、

物 流 、 総 務 ・ 人 事 ・ 労 務 ・ 財 務 ・ 会 計 関 連 事 務 、 法 務 等 ） の 共 用 化 ・ 集 約 化 等 を 積 極 的 に

推 進 し て ま い り ま す 。

資 源 の 生 産 性 革 新

「 資 源 の 生 産 性 革 新 」 を テ ー マ に 、 製 品 化 の 過 程 に お け る 採 収 率 ・ 歩 留 ま り の 向 上 、 繰

り 返 し 工 程 の 排 除 、 リ サ イ ク ル 率 の 上 昇 等 を 極 限 ま で 追 求 し て ま い り ま す 。 こ れ は 、 長 年

培 っ て き た 独 自 性 あ る 技 術 力 を 基 盤 と し て 、 技 術 的 合 理 性 、 効 率 性 を 追 求 し 、 貴 重 な 金 属

資 源 の 有 効 利 用 を 図 る こ と を ね ら い と し て お り ま す 。 ま た 、 こ れ に よ り 浪 費 な き 社 会 の 構

築 へ の 貢 献 を 図 っ て ま い り ま す 。

銅 製 錬 関 連 事 業 に お け る 業 務 提 携

  銅 製 錬 関 連 事 業 の 国 際 競 争 力 を 一 段 と 強 化 す る た め 、 三 井 金 属 鉱 業 株 式 会 社 と の 間 で 原

料 調 達 の 共 同 化 、 生 産 受 委 託 の 拡 大 、 製 品 の 共 同 販 売 、 操 業 技 術 の 相 互 開 示 ・ ラ イ セ ン ス 、

資 材 の 共 同 調 達 、 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 機 能 の 相 互 活 用 、 共 同 研 究 開 発 、 共 同 資 源 開 発 等 広 範

に 亘 る 業 務 提 携 を 推 進 し て お り ま す 。 こ れ は 、 企 業 の 枠 を 超 え て 一 段 の コ ス ト 低 減 を 図 り 、

収 益 性 を 高 め て い く こ と を ね ら い と し て い る も の で あ り ま す 。 そ の 一 環 と し て 、 本 年 10

月 、 銅 製 錬 事 業 関 連 製 品 の 共 同 販 売 会 社 、 パ ン パ シ フ ィ ッ ク ・ カ ッ パ ー 株 式 会 社 を 設 立 い

た し ま し た 。 同 社 は 、 来 年 １ 月 か ら 営 業 開 始 の 予 定 で あ り ま す 。 ま た 、 湿 式 製 錬 技 術 の 共

同 研 究 開 発 に つ い て も 、 本 年 10 月 か ら 開 始 い た し ま し た 。 今 後 両 社 は 共 同 出 資 先 で あ る 韓

国 銅 製 錬 合 弁 会 社 、 Ｌ Ｇ － ニ ッ コ ー ・ カ ッ パ ー 株 式 会 社 と の 有 機 的 提 携 を 図 り つ つ 、 提 携

効 果 の 早 期 実 現 を 目 指 し て ま い り ま す 。 こ れ に よ り ３ 社 は 、 質 、 量 共 に 世 界 有 数 の 銅 生 産

者 連 合 を 築 く こ と に な り ま す 。
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韓 国 銅 製 錬 合 弁 事 業 の 推 進

Ｌ Ｇ － ニ ッ コ ー ・ カ ッ パ ー 株 式 会 社 は 、 韓 国 唯 一 、 か つ ア ジ ア で 最 大 規 模 を 誇 る 銅 製 錬

会 社 で あ り ま す 。 同 社 は 、 昨 年 ９ 月 に 営 業 を 開 始 し て 以 来 順 調 な 操 業 を 続 け て お り 、 加 え

て 平 成 14 年 10 月 末 を 目 途 に 電 気 銅 生 産 能 力 を 年 46 万 ト ン か ら 年 51 万 ト ン に 増 強 す る 予

定 で あ り ま す 。

金 属 加 工 事 業 に お け る 高 品 質 ・高 付 加 価 値 製 品 へ の 戦 略 的 特 化

  金 属 加 工 事 業 に お い て は 、 市 場 の 高 機 能・ 高 品 質 要 求 へ の 対 応 と 利 益 率 重 視 の 観 点 か ら 、

従 来 の 一 般 汎 用 品 中 心 か ら 高 付 加 価 値 製 品 へ の 戦 略 的 特 化 を 推 進 し て ま い り ま し た 。 今 後

も 、 電 子 部 品 の 一 段 の 小 型 化 ・ 低 価 格 化 ニ ー ズ 並 び に Ｉ Ｔ の 急 速 な 成 長 に 伴 う 需 要 の 変 化

に 対 応 し て 、 製 品 の 「 薄 物 （ 箔 ） ・ 高 性 能 化 」 の 技 術 開 発 を 推 進 し て ま い り ま す 。 ま た 一

般 汎 用 品 に つ い て は 、 東 ア ジ ア を 中 心 と し た 海 外 へ の 生 産 委 託 を 推 進 し て ま い り ま す 。
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（３）経営成績

１． 当中間期の概況

当社については、金属事業は前年同期に比べ、電気銅の増産、増販及び銅価格の上昇等により、また、金属加工事業

は、移動体通信機器・パソコン等ＩＴ関連需要の増加により、いずれも売上高、営業利益共に好調に推移いたしました。

連結子会社については、日鉱商事株式会社における金属製品等の増販による増益、宇進精密工業株式会社、ニッポン・

プレシジョン・テクノロジー（マレーシア）社等における電子部品加工製品の増販による増益及び苫小牧ケミカル株式

会社等における産業廃棄物の増処理等による増益等により、前年同期に比べ売上高、営業利益はそれぞれ増収、増益と

なりました。

これらにより、当中間期の売上高は前年同期比８.８％増の１,４４８億８１百万円となり、営業利益は前年同期比

３１.５％増の１０５億２４百万円となりました。

経常利益は、ニッポンマイニング  オブ  ネザ－ランド社における投融資先鉱山の操業開始に伴う初期費用負担によ

る減益はありましたが、ミネラ  ロス  ペランブレス社の操業開始、ＬＧ－ニッコ－・カッパ－株式会社の本格寄与等

持分法適用会社の増益等により、前年同期比７９.６％増の１１３億６４百万円となり、中間純利益は前年同期比

７４.２％増の５８億５５百万円となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

金属事業セグメント

  主要製品は、電気銅、硫酸、金・銀等の貴金属、亜鉛及びインジウム等のレアメタルであります。

売上高は、当社における銅溶錬・電解能力の増強に伴う電気銅の増販、銅価格の上昇等により、前年同期比４.３％増

の９５３億９４百万円となりました。営業利益は、当社における電気銅の増販、貴金属・レアメタル回収設備の順調な

操業を背景とした貴金属製品の増販及び生産コスト改善並びに日鉱商事株式会社の金属製品の増販による増益、日本鋳

銅株式会社の増産による増益を主因として、前年同期比２８.６％増の４７億１９百万円となりました。

金属加工事業セグメント

主要製品は、伸銅品（りん青銅、黄銅、洋白等の条及び銅箔）、特殊鋼製品（アンバー、軟鋼、ステンレス及びチタ

ンの条）及び電子部品加工製品であります。

売上高は、移動体通信機器・パソコン等ＩＴ関連需要の好調を反映し、りん青銅、リ－ドフレ－ム用銅合金等の増販

により、前年同期比７.５％増の３０２億５９百万円となりました。営業利益は、当社における伸銅品を中心とした増販

及びコスト改善並びに宇進精密工業株式会社、ニッポン・プレシジョン・テクノロジー(マレーシア)社等連結子会社に

おける電子管部品等の増販及びコスト改善等により、前年同期比２９.８％増の４９億２８百万円となりました。
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環境リサイクル事業セグメント

  主要事業は、産業廃棄物の無害化・減容化処理、有価金属のリサイクル及び非鉄金属スクラップの集荷であります。

売上高は、当社及び苫小牧ケミカル株式会社、日鉱敦賀リサイクル株式会社等連結子会社における産業廃棄物の増処

理及び銅・貴金属スクラップの増集荷等により、前年同期比２３.９％増の２８億１２百万円となり、営業利益は前年同

期比７１.８％増の４億７６百万円となりました。

エンジニアリング・コンサルティング事業セグメント

主要事業は、エンジニアリング・コンサルティング事業であります。

売上高は、株式会社日鉱ポリテックにおけるエンジニアリング及び資材調達機能のグル－プ共用化の推進、株式会社

日鉱事務センタ－における総務・経理業務の受託開始等、連結子会社における業容拡大に伴い、前年同期比３５.０％増

の５５億９１百万円となりました。営業損益は、前年同期比１億１０百万円改善し、１５百万円の損失となりました。

その他の事業セグメント

主要事業は、株式会社日鉱物流パートナーズ、日本マリン株式会社等における物流関連事業等であります。

売上高は、前年同期比５２.７％増の１０８億２５百万円、営業利益は前年同期比７.５％増の４億１６百万円となり

ました。

持分法投資損益

  持分法投資損益については、本年１月に操業を開始したミネラ  ロス  ぺランブレス社及び昨年９月に営業を開始し

たＬＧ－ニッコ－･カッパ－株式会社の本格寄与等により、前年同期に比べ２８億２７百万円増益の２２億９９百万円と

なりました。
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連結キャッシュフロー

（単位：百万円）

          区          分 当　  中　　間  　期
①営業活動によるキャッシュフロー                       9,928
②投資活動によるキャッシュフロー                     △5,045
③財務活動によるキャッシュフロー                     △7,029
④換算差額                          83
⑤増減(①+②+③+④)                     △2,063
⑥現金及び現金同等物の期首残高                       5,839
⑦現金及び現金同等物の中間期末残高(⑤+⑥)                       3,776

  当中間期の営業活動によるキャッシュフローは、連結営業利益が１０５億２４百万円となったこと等により、

９９億２８百万円のキャッシュの増加となりました。

  投資活動によるキャッシュフローは、有形・無形固定資産の取得３９億８０百万円及びロス  ペランブレス鉱山プロ

ジェクト等への投資９億６８百万円等により、５０億４５百万円のキャッシュの減少となりました。

財務活動によるキャッシュフローは、借入金の返済５９億９３百万円及び当社の配当金の支払い９億１８百万円等に

より７０億２９百万円のキャッシュの減少となりました。

  以上の結果、当社グル－プの現金及び現金同等物の中間期末残高は、換算差額を含めて、期首に比べ２０億６３百万

円減少し、３７億７６百万円となりました。

２． 通期の見通し

  通期の業績見通しにつきましては、景気が緩やかな改善を見せはじめているものの、為替及び金属価格等が先行不

透明でありますが、グル－プを挙げて総合的な効率化、営業力の強化・充実、技術革新等を一段と推進することにより、

売上高は２，９９０億円、経常利益は２３０億円、当期純利益は１１０億円と予想しております。
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（4）配当政策

利益配分の基本は、収益状況に応じた配当の実行を原則としております。同時に、将来の事業展開と経営体質の強化

のために必要な内部留保を確保することが命題となっております。

したがって、株主への配当については、安定収益を確保し、財務体質の強化を図りながら配当することが当社の望ま

しい姿であります。

中間配当金については、前期に比べ１円増配の１株当たり５円とさせていただきます。

内部留保資金については、今後予想される経営環境の変化に対応し、今まで以上にコスト競争力を高める等、事業基

盤の強化のための原資として有効に活用したいと考えております。
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（ ５ ） （中間）連結貸借対照表

  （単位：百万円）

科　　　　　　　　目 １2年９月中間期
（平成12年 9月 30日現在）

１2年3月期
（平成12年 3月 31日現在）

増 減 金 額 １１年９月中間期
（平成11年 9月 30日現在）

　　（ 資 産 の 部 ） 　　( ３１５，９３５) 　　( ３１１，６９１) 　　　（４，２４４） 　　( ３０２，８９０)
 流 動 資 産 　　  １２０，９９６ 　　１１９，２５７ 　　　　１，７３９ 　　  １２１，７００

　　現 金 預 金
　　受取手形及び売掛金
　　た な 卸 資 産
　　そ の 他
　　貸 倒 引 当 金

　　　    ３，７７６
　　　　４５，２９９
　　　　６０，０４７
　　　　１２，１４５
　△        ２７１

　　　　　５，４５５
　　　　４４，９１１
　　　　６２，４５１
　　　　　６，７４８
　△        ３０８

  △    １，６７９
            ３８８
△ ２，４０４
      ５，３９７
              ３７

　　　　　７，９７６
　　　　４２，６１４
　　　　６４，７９７
　　　　　６，６０２
　△        ２８９

 固 定 資 産 　　　１９４，７２９ 　　　１８８，４７７         ６，２５２ 　　　１８０，３５４
　　有 形 固 定 資 産
　　無 形 固 定 資 産
　　投資その他の資産
　　貸 倒 引 当 金

　　　１０２，４４６
　　　　１４，０６４
　　　　７８，４３２
△        ２１３

　　　１０３，４３２
　　　　１３，７７０
　　　　７１，５０２
　△        ２２７

　△        ９８６
　　　　２９４
　　　　６，９３０

１４

　　　１０４，５１６
　　　　１５，７７０
　　　　６０，４９８
　△       ４３０

 繰 延 資 産 　　　　　　　２１０ 　　　　　　　２６５ 　△　　　　  ５５ 　　　        ２３９
 為 替 換 算 調 整 勘 定 　　　　　　　    － 　　      ３，６９２ 　△　  ３，６９２               ５９７
　 資 産 合 計  ３１５，９３５ 　　  ３１１，６９１ 　      ４，２４４ 　　  ３０２，８９０

　　（ 負 債 の 部 ） 　　（２１７，３７１） ( ２２１，５８３)  ( △   ４，２１２)     ( ２２０，０２５)
 流 動 負 債       １３９，３４２ 　　　１４２，３７２   △    ３，０３０ 　　　１３７，９７６
　　支払手形及び買掛金
　　短 期 借 入 金
　　未 払 法 人 税 等
　そ の 他

　　　  ２４，７２７
      １００，８８５
          ４，７４８
          ８，９８２

　　　　２４，３９６
１０５，３７９
　　４，２１１
　  ８，３８６

            ３３１
△ ４，４９４
          ５３７
          ５９６

　　　　２５，１４６
　　　　９９，９５３
　　　　　４，１７３
　　　　　８，７０４

 固 定 負 債 　　　　７８，０２９ 　　　　７９，２１１ 　△    １，１８２ 　　　　８２，０４９

　　転 換 社 債
　　長 期 借 入 金
　　退 職 給 与 引 当 金
    退 職 給 付 引 当 金          
    役 員 退 職 引 当 金          
　　そ の 他 の 引 当 金
    繰 延 税 金 負 債          
　　そ の 他

　　　　  ６，６６０
        ６２，５７７
                  －
          ３，２３１
              ７６０
              ７４６
          ２，８３０
          １，２２５

　　　　　６，６６０
６４，０４７
  ２，５２８

　　　　　        －
　　　　　１，０２６
　　　　　    ７４２
          ３，０１２
          １，１９６

　　　          －
  △    １，４７０
  △    ２，５２８
　　　　３，２３１
　△        ２６６
　　　　　　　　４
△        １８２
            ２９

　　　　　７，１７０
６６，８８９
  ２，４５３

　　　　　        －
　　　　      ９３２
　　　　　    ７４４
          ３，１６９
              ６９２

　　　

　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　

（少 数 株 主 持 分） 　　   (  ９，３５１) 　　   (  ３，６５２) 　  （  ５，６９９) 　　 (  　１，０８２)

   少 数 株 主 持 分            ９，３５１ 　　　　　３，６５２         ５，６９９ 　　      １，０８２

　　（ 資 本 の 部 ） 　　  ( ８９，２１３) 　　   (８６，４５６) 　   (  ２，７５７) 　　(   ８１，７８３)
資 本 金
資 本 準 備 金
連 結 剰 余 金
為 替 換 算 調 整 勘 定

        ３４，９９７
      　  ９，４０５
        ４６，９４９
   △    ２，１３８

　　　　３４，９９７
　　　　　９，４０５
４２，０５４
　　　　　－

　　            －
　　            －
　　  ４，８９５
△    ２，１３８

　　　　３４，７４１
　　　　　９，１５０
　  　　３７，８９２
         　　　　 －

　 負債，少数株主持分
　 及 び 資 本  合 計

　　　　
　　　３１５，９３５       ３１１，６９１ ４，２４４

     
      ３０２，８９０
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（６）(中間)連結損益計算書

（単位：百万円）

　　　科　　　　　　　　　目
１2年９月中間期
 自　平成 12 年 4 月 1 日
 至　平成 12 年 9 月 30 日

１１年９月中間期
 自 平成 11 年 4 月 1 日
 至 平成 11 年 9 月 30 日

増 減 金 額
１2年３月期

 自　平成 11 年 4 月 1 日
 至　平成 12 年３月 31 日

売 上 高
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

  １４４，８８１
  １２３，３１３
      １１，０４４

　  １３３，１０９
　  １１３，９３３
　  １１，１７０

     １１，７７２
       ９，３８０
  △     １２６

　 ２７６，４５８
　 ２３６，２８８
　　 ２１，５３８

営
業
損
益
営 業 利 益       １０，５２４ 　 　　８，００６         ２，５１８ 　　  １８，６３２

営
業
外
損
益

営 業 外 収 益
　受取利息及び受取配当金
  持分法による投資利益          
　その他営業外収益
営 業 外 費 用
  支     払     利   息
　持分法による投資損失
　そ の 他 営 業 外 費 用

      （３，９６４）
            ７６８
        ２，２９９
            ８９７
      （３，１２４）
        １，７２７
                －
        １，３９７

     (  １，２７８)
　 　　  　 ２０６
　 　　 －

      １，０７２
　  （ ２，９５８）
　 　　 １，１３２
　 　　     ５２８
        １，２９８

      （２，６８６）
            ５６２
        ２，２９９
    △     １７５
         （１６６）
            ５９５
     △     ５２８
              ９９

     ( ２，９１１)
　 　　  　 ９５１
　 　　 －

     １，９６０
　 　（５，８８６）
　 　　　２，６７３
　 　　 ５０７
２，７０６

経

常

損

益

の

部

　 経 常 利 益       １１，３６４ 　 　　 ６，３２６         ５，０３８ 　 　 １５，６５７

特
別
損
益
の
部

　 特 別 利 益
　　固 定 資 産 売 却 益
　　投資有価証券売却益
　　投資有価証券評価損戻入
　　貸 倒 引 当 金 戻 入
　　そ の 他
　 特 別 損 失
　　固 定 資 産 除 却 損
　　退職給付会計移行時差異償却
　　ゴルフ会員権評価損
　　関 係 会 社 整 理 損
　　そ の 他

       （    ６７）
                －
                －
                －
              ６７
                －
      （１，１０７）
              ５１
            ５３５
            ３８１
                －
            １４０

     (     ３９６)
　　　　　　  ２８
　　　　　    ２９
　　　　 　 １６４
　　　　　  　５５
　　　　　  １２０
      ( 　 ３５４)
　　　　 　 ３５４
　　　　　     －
　　　　　     －
　　　　　     －
　　　　　     －

   （ △    ３２９）
     △       ２８
     △       ２９
     △     １６４

               １２
     △     １２０

   （        ７５３）
     △     ３０３

             ５３５
             ３８１
                 －
             １４０

      (    ４６７)
　　　　　  １６１
　　　　　    ７２

－
　　　　　 　－
　　　　　  ２３４
    ( 　１，３９１)
　　　　　  ６８７

－
－

　　　　 　 ５６４
　　　 　   １４０

　 税金等調整前中間（当期）純利益   １０，３２４ 　　 　 ６，３６８         ３，９５６       １４，７３３
　 法人税，住民税及び事業税         ４，３２９ 　　　  ３，１４８         １，１８１         ６，８３６
　 法 人 税 等 調 整 額     △     ６７８ 　  △     ２１７     △     ４６１      △     ５１９
　 少  数  株  主  利  益(減算)             ８１８ 　　　　 　 　７６             ７４２             １５６
　 中   間 (当期）  純  利  益         ５，８５５ 　  ３，３６１         ２，４９４         ８，２６０

（７）（中間）連結剰余金計算書

（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　目
１2 年９月中間期
 自 平成 12 年 4 月 1 日
 至 平成 12 年 9 月 30 日

１2 年 3 月期
 自 平成 11 年 4 月 1 日
 至 平成 12 年 3 月 31 日

増 減 金 額
１1 年９月中間期
 自 平成 11 年 4 月 1 日
 至 平成 11 年 9 月 30 日

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高
　　 

    ４２，０５４ 　　３８，２５１ ３，８０３ 　　３８，２５１

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高
　　 連結子会社等の増加による剰余金増加高

－
－
　　　　　　３９
　　　　　　３９

△       ３９
△    ３９

　　　　　　４６
　　　　　　４６

Ⅲ 連 結 剰 余 金 減 少 高
　　 配 当 金
　　 役 員 賞 与
　　 連結子会社等の増加による剰余金減少高
　　 税効果会計新規適用に伴う剰余金減少高

９６０
９１８
４０
２
－

　　　４，４９６
　　　２，２６５
　　　　　　５４
　　　　　　２１
　　　２，１５６

   △ ３，５３６
  △ １，３４７
△       １４
△       １９

    △ ２，１５６

　　　３，７６６
　　　１，３５０
　　　　　　５４
　　　　　　１７
　　　２，３４５

Ⅳ 中　　 間 （ 当　期 ） 純 　利　益 ５，８５５ 　　　８，２６０ △ ２，４０５ 　　　３，３６１

Ⅴ 連 結 剰 余 金 中間期末（期末）残高 ４６，９４９ 　　４２，０５４ ４，８９５      ３７，８９２
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（ ８ ） （ 中 間 ） 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（ 単 位 :百 万 円 ）

                                                    
                         期    別

科     目

1 2 年 9 月 中 間 期
 自 平 成 1 2 年 4 月  1 日
 至 平 成 1 2 年 9 月 3 0

日

1 2 年 3 月 期
 自 平 成 1 1 年 4 月  1 日
 至 平 成 1 2 年 3 月 3 1 日

Ⅰ 　 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
  
        税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
        減 価 償 却 費
        退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額
        退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額
        貸 倒 引 当 金 の 減 少 額
        受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
        持 分 法 に よ る 投 資 損 益
        支 払 利 息
        有 形 固 定 資 産 売 却 益
        有 形 固 定 資 産 除 却 損
        売 上 債 権 の 増 加 額
        た な 卸 資 産 の 減 少 額
        仕 入 債 務 の 増 加 額
        そ の 他
            小 計
        利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
        利 息 の 支 払 額
        法 人 税 等 の 支 払 額
  　 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅱ 　 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
        有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
        有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入
        無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
        投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
        投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
        長 期 貸 付 け に よ る 支 出
        長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入
        そ の 他
  投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅲ   財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －
        短 期 借 入 金 の 純 増 加 額
        ｺ ﾏ - ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ - ﾊ ﾟ - の 純 減 少 額
        長 期 借 入 れ に よ る 収 入
        長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
        転 換 社 債 の 発 行 に よ る 収 入
        親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額
        少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額
        少 数 株 主 か ら の 増 資 払 込 額
        そ の 他
   財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ －

Ⅳ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

Ⅴ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額
Ⅵ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
Ⅶ  新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高
Ⅷ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 (期 末 )残 高

1 0 , 3 2 4
5 , 0 5 5
△ 2 , 5 2 8
3 , 2 3 1
△ 5 1
△ 7 6 8
△ 2 , 2 9 9
1 , 7 2 7
△ 3
6 7

△ 3 3 9
2 , 4 3 8
2 8 1

△ 2 , 5 7 4
1 4 , 5 6 1
8 1 1

△ 1 , 6 5 2
△ 3 , 7 9 2
9 , 9 2 8

△ 3 , 7 4 1
3 9

△ 2 3 9
△ 9 6 8
1 3

△ 1 8 0
5 2
△ 2 1

△ 5 , 0 4 5

2 , 3 1 1
－
－

△ 8 , 3 0 4
－

△ 9 1 8
△ 1 4
8 6

△ 1 9 0
△ 7 , 0 2 9

8 3

△ 2 , 0 6 3
5 , 4 5 5
3 8 4
3 , 7 7 6

1 4 , 7 3 3
9 , 7 7 0
2 3 3
－

 △ 1 9 3
△ 9 5 1
5 0 7
2 , 6 7 3
 △ 1 6 1

 6 2 7
 △ 6 , 6 2 7

 1 , 9 8 7
 1 , 6 4 5
8 4 4

2 5 , 0 8 7
 1 , 6 8 8

 △ 3 , 1 4 4
 △ 4 , 7 2 3
 1 8 , 9 0 8

 
 
 
 

△ 6 , 5 8 9
2 6 3
△ 6 0 0

△  1 5 , 1 9 6
3 4 8

△  1 0 , 9 1 6
5 6 8
4 4 3

△  3 1 , 6 7 9

△ 4 , 0 4 8
△ 2 , 0 0 0
2 1 , 2 7 9
△ 1 6 , 1 4 9
1 0 , 0 0 0
△ 2 , 2 6 5
△ 3 7
1 , 8 0 0
△ 3 2 5
8 , 2 5 5

△  4 0 3

△ 4 , 9 1 9
9 , 7 2 5
6 4 9
5 , 4 5 5

                          
                              
        
                                  
                                      
                                                



1 2

（９）中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１． 連結の範囲に関する事項

　　連結子会社は、豊羽鉱山株式会社ほか 26社であります。ニッポン エルピー リソーシズ社は、重要性が増し

たため，当中間期から連結の範囲に含めております。また、前期まで連結子会社でありました日鉱防蝕株式会社

は、清算結了しましたので除外いたしました。

　非連結子会社は、15 社であり、これらの会社は、資産、売上高、損益及び剰余金の額からみて、全体として

中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないので非連結子会社といたしました。

２． 持分法の適用に関する事項

　　持分法適用会社は、タツタ電線株式会社ほか 17社であります。ミネラ ロス ぺランブレス社、インダストリ

  アル ファイナンス社は、重要性が増したため、当中間期から持分法適用会社といたしました。

３． 連結子会社の中間決算日に関する事項

　　親会社及び連結子会社の大部分の中間決算日は 9月 30日ですが、連結子会社のうち、宇進精密工業株式会社、

ﾆｯﾎﾟﾝﾏｲﾆﾝｸﾞ ｵﾌﾞ ﾈｻﾞｰﾗﾝﾄﾞ社、ﾆｯﾎﾟﾝﾏｲﾆﾝｸﾞｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ社、台湾日本鑛業股�有限公司、ﾆｯﾎﾟﾝ･ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ･

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(ﾏﾚｰｼｱ)社及びﾆｯﾎﾟﾝ　ｴﾙﾋﾟｰ　ﾘｿｰｼｽﾞ社の中間決算日は、6月 30日であります。

４．中間連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲

    手許現金、要求払預金及び現先運用

５．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 棚卸資産

    評価基準……原価法

    評価方法……主として、金及び銀の棚卸資産については先入先出法、銅系棚卸資産及びその他の棚卸資産

                については、後入先出法

　　　　

② 有価証券

    その他有価証券

      株式……移動平均法による原価法

      債券……償却原価法

    なお、その他有価証券で時価のあるものについては、平成 13 年 4 月 1 日以降開始する（中間）事業年度

    より時価評価を行います。

③ デリバティブ……時価法
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

      有形固定資産……主として定額法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

    

① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等

  特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金

    従業員の退職給付に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

  当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異

  ５,３５４百万円については、５年による按分額を費用処理しております、当中間期から当該引当金を計上

  しており、この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が３１０百万円増加し、経常利益

  は３１０百万円、税金等調整前中間純利益は８４５百万円それぞれ減少しております。

③ 役員退職引当金

    役員の退職慰労金の支出に充てるため，内規に基づく要支給額を計上しております。

（４）重要なリ－ス取引の処理方法

        リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については，通常

      の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておリます。

        ただし、在外連結子会社においては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

    　繰延ヘッジ法によっております。

  ②ヘッジ手段・ヘッジ対象及びヘッジの方針

    　外貨建による製商品の販売及び棚卸資産（主として輸入原料）の購入に係る将来の為替相場の変動によるリ

    スクを回避する目的で、為替予約取引を利用しております。

      また、金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で、借入金を対象とした金利スワップ取

    引及び金利キャップ取引を利用しております。

      さらに、国際相場の影響を受ける原料・製商品等の価格変動によるリスクを回避する目的で、金属先渡取引

    を利用しております。

  ③ヘッジ有効性評価の方法

      ヘッジ有効性の評価については、原則として、ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間におけるヘッ

    ジ対象及びヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロ－変動の累計額等を基礎としております。

（６）中間期末日満期手形

        中間期末日満期手形については、当中間期末日は金融機関が休日でしたが、満期日に決済が行われたものと

      して処理しております。当中間期末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

                            受取手形 ２,１２８ 百万円，支払手形 ３７５ 百万円

（７）消費税及び地方消費税の会計処理方法

        税抜方式によっております。
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（１０）（中間）連 結 財 務 諸 表 注 記

１．(中間)連結貸借対照表等に関する事項

                                          　　                      （12 年 9 月中間期）

   ①有形固定資産の減価償却累計額 80,579 百万円

   ②受取手形割引及び裏書譲渡残高 283 百万円

   ③保証債務総額 9,419 百万円

   （うち，当社グル－プ分） （ 9,124 百万円）

   ④保証予約総額 44 百万円

   （うち，当社グル－プ分） （    44 百万円)

⑤完工保証総額 － 百万円

      （うち，当社グル－プ分） （    － 百万円)

（完工保証……鉱山開発プロジェクトファイナンスに関するプロジェクト完成までの期限付の保証であります。）

２．リース取引に関する事項

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①リース物件の取得価額相当額，減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

　　　　　    

                                                                  （12 年 9 月中間期）

    

       取 得 価 額 相 当 額 1,410 百万円

       減価償却累計額相当額 652 百万円

       中間期末残高相当額          758 百万円

       （注）上記のうち，主なものは「機械装置」であります。

   ②未経過リース料中間期末残高相当額

        

          1  年  内 138百万円

          1  年  超 620百万円

          合     計 758百万円

        （注）有形固定資産の中間期末残高に占める割合が低いため，支払利子込み法によっております。

     ③当中間期の支払リース料及び減価償却費相当額

 

     支   払  リ  ー  ス  料 113百万円

     減 価 償 却 費 相 当 額 113百万円

 

④減価償却費相当額の算定方法は，リース期間を耐用年数とし，残存価格を零として定額法によ

  り算定しております。
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（11）セ グ メ ン ト 情 報（連結）

１．事業の種類別セグメント情報

　12年9月中間期　　（自 平成12年4月1日　至 平成12年9月30日） （単位：百万円）

金属事業
金属加工
事　　業

環 境 リ
サイクル
事    業

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨ
ﾝｸﾞ事業

そ の 他
の 事 業

計
消去又は
全    社

連   結

95,394

4,118

30,259

211

2,812

12,444

5,591

5,308

10,825

5,285

144,881

27,366

－

△27,366

144,881

－

99,512

94,793

30,470

25,542

15,256

14,780

10,899

10,914

16,110

15,694

172,247

161,723

△ 27,366

△ 27,366

144,881

134,357

4,719 4,928 476 △15 416 10,524 － 10,524

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　　売 上 高

　（１）外部顧客に対する売上高

　（２）セグメント間の内部売上高又は振替額

　　　　　　　　計

　　　営 業 費 用

　　　営 業 利 益

 Ⅱ　資産，減価償却費及び資本的支出

　　　資　　　　　　産

　　　減 価 償 却 費

　　　資 本 的 支 出

196,587

2,973

1,317

67,709

1,511

1,276

13,316

280

247

9,113

74

206

31,834

217

934

318,559

5,055

3,980

△2,624

－

－

315,935

5,055

3,980

　11年9月中間期　　（自 平成11年4月1日　至 平成11年9月30日） （単位：百万円）

金属事業
金属加工
事　　業

環 境 リ
サイクル
事    業

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨ
ﾝｸﾞ事業

そ の 他
の 事 業

計
消去又は
全    社

連   結

91,467

4,150

28,144

123

2,269

11,293

4,140

5,000

7,089

5,467

133,109

26,033

－

△26,033

133,109

－

95,617

91,948

28,267

24,469

13,562

13,285

9,140

9,265

12,556

12,169

159,142

151,136

△26,033

△26,033

133,109

125,103

3,669 3,798 277 △125 387 8,006 － 8,006

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　　売 上 高

　（１）外部顧客に対する売上高

　（２）セグメント間の内部売上高又は振替額

　　　　　　　　計

　　　営 業 費 用

　　　営 業 利 益 　　　　

 Ⅱ　資産，減価償却費及び資本的支出

　　　資　　　　　　産

　　　減 価 償 却 費

　　　資 本 的 支 出

186,079

2,797

1,569

69,844

1,504

966

12,692

299

197

7,144

27

25

28,947

142

252

304,706

4,769

3,009

△1,816

－

－

302,890

4,769

3,009

 （注）１．事業区分の方法

     　     事業区分の方法は，主として内部管理上採用している区分によっております。

 

      ２．各区分に属する主要な事業内容

　　事 業 区 分 主  要  製  品  等

金 属 事 業  電気銅，亜鉛及び亜鉛鉱，金，銀，硫酸

金 属 加 工 事 業  伸銅品，特殊鋼製品，電子部品加工製品

環境リサイクル事業  有価金属のリサイクル，産業廃棄物の無害化・減容化処理

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業  エンジニアリング・コンサルティング

そ の 他 の 事 業  船舶運送，その他
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３．事業の区分ごとの連結子会社は､次のとおりであります。

      区               分                 会         社         名

金 属 事 業 豊羽鉱山(株),春日鉱山(株),日韓共同製錬(株),日鉱商事(株),日鉱アジア(株),他3社

金 属 加 工 事 業 冨士電子工業(株),宇進精密工業(株),ﾆｯﾎﾟﾝ・ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(ﾏﾚｰｼｱ)社､日鉱商事

(株),他4社

環 境 リ サ イ ク ル 事 業 苫小牧ケミカル(株), 日鉱敦賀リサイクル(株),日鉱商事(株)

エンジニアリング・コンサルティング事業 日鉱探開(株),(株)日鉱ポリテック,(株)日鉱テクノサービス,(株)日鉱事務センタ－

そ の 他 の 事 業 日本マリン(株),(株)日鉱物流パートナーズ,日鉱美術工芸(株),他3社

２． 所在地別セグメント情報

　　当中間期及び前中間期における全セグメントの売上高合計及び全セグメント資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも９０％超で

　あるため，記載を省略しております。

３．海外売上高

（単位：百万円）

ア ジ ア 北　 米 欧　　州

オ セ ア

ニ　　ア 南　米 アフリカ 計12年9月中間期

 自　平成12年4月 １日

 至　平成12年9月30日
Ⅰ 海外売上高

Ⅱ 連結売上高

Ⅲ 海外売上高の連結

　 売上高に占める割合

35,932

     －

24.8 %

671

     －

  0.5 %

227

     －

  0.2 %

29

     －

  0.0 %

    82

     －

 0.0 %

     30

     －

  0.0 %

 36,971

144,881

25.5 %

　

（単位：百万円）

ア ジ ア 北　　米 欧　　州

オ セ ア

ニ　　ア 南　米 アフリカ 計12年3月期

 自　平成11年4月 １日

 至　平成12年3月31日
Ⅰ 海外売上高

Ⅱ 連結売上高

Ⅲ 海外売上高の連結

　 売上高に占める割合

  61,133

    

22.1 %

1,743

      －

    

0.6 %

1,677

      －

   

0.6 %

51

－

0.0 %

99

－

0.0 %

45

－

0.0 %

64,748

276,458

23.4 %

　　　　

        　（注）1. 地域は地理的近接度により区分しております。

　　　　　　　　2. 各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1)ア ジ ア……中国，大韓民国，シンガポール，台湾，インドネシア

(2)北　　　米……米国

(3)欧　　　州……フランス

(4)オセアニア……オーストラリア

(5) 南　　　米……チリ

(6) ア フ リ カ……ナミビア

　　　　　　　　3. 海外売上高は，当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１２）生産、受注及び販売の状況（連結）

１．　生　産　実　績（連結）

　① 生　産

（単位：百万円）

当中間期
自　平成12年4月 1日
至　平成12年9月30日

事 業 部 門 製　品　名

金　額 稼働率

電　　気　　銅 45,573         104.6%

硫　　　　　酸 2,936 99.3%

亜　　　　　鉛 7,154

金 14,633 87.2%

銀 3,151 81.1%

　金　属　事　業

そ   の　　他 6,275

小　　　計 79,722

  伸 　 銅　  品 13,257

  特 殊 鋼 製 品       8,441
90.0%

 　金属加工事業
 電子部品加工製品 5,978

　　　　　　　　　　　小　　　計 27,676

合　　　　　計 107,398

　　（注）1.  上記生産実績には，受託生産及び委託生産が含まれております。

          2． 亜鉛は，秋田製錬株式会社，八戸製錬株式会社等へそれぞれ生産を委託しております。

　　　　　3.　金額は，平均販売価格で算出しております。

　　　　　4.　記載金額には，消費税等は含まれておりません。

　② 処理及び集荷

（単位：百万円）

当中間期
自　平成12年4月 1日
至　平成12年9月30日

事業部門
区　　分

金      額

環境リサイクル事業
産 業 廃 棄 物 処 理 及 び
銅・貴金属スクラップ集荷

            13,923

　　（注）1.　金額は，産業廃棄物処理は処理価格で，銅・貴金属スクラップは社内取引価格でそれぞれ

              算出しております。

　　　　　2.　記載金額には，消費税等は含まれておりません。
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２． 受　注　実　績（連結）

　　　金属加工事業部門において受注生産を行っており，受注高及び受注残高の実績は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

当中間期
自　平成12年4月 1日
至　平成12年9月30日

期首受注残高 受  注  高 受 注 残 高
事業部門 製 品 名

単
位

数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額

伸 銅 品        ｔ 6,796 3,742 23,748 14,046 5,526 3,316

特 殊 鋼 製 品        ｔ 3,266 3,349 8,788 7,940 2,520 2,426金属加工事業

電子部品加工製品 280 5,784 520

合　　　　　計 7,370 27,770 6,262

　　（注）1.　金額は，平均販売価格で算出しております。

　　　　　2.　記載金額には，消費税等は含まれておりません。

3. 受注高の実績に対する輸出は，以下のとおりであります。なお、 比率については品目別の金額に応

じた割合であります。

（単位：百万円）

当中間期
自　平成12年4月 1日
至　平成12年9月30日

事業部門
　製　品　名

輸出受注金額 比　率

伸 銅 品        2,747 25.2％

特 殊 鋼 製 品        4,235 38.8％
金属加工事業

電子部品加工製品 3,938 36.0％

　　　合　　　　計 10,920 100.0％
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３． 販売実績（連結）

 (単位：百万円)
当中間期

 自 平成12年4月 1日
 至 平成12年9月30日　　　 部　　　　門

単

位  　数　　　　量 　 金　　　　額

電　　気　　銅 ｔ 221,990 46,012

粗　　　　　銅 ｔ 9,783 2,529

硫　　　　　酸 ｔ 804,578 5,233

亜　　　　　鉛 ｔ 51,084 7,350

金 kg 15,711 15,148

銀 ｔ 179 3,124

そ の 他 製 品 20,116

金

属

事

業

小　　　計 99,512

伸 　 銅 　品 ｔ 25,018 14,471

特 殊 鋼 製 品 ｔ 9,534 8,861

電子部品加工製品 5,544

そ の 他 製 品 1,594

金

属

加

工

事

業 小　　　計 30,470

 環 境 リ サ イ ク ル 事 業 15,256

 エンジニアリング・コンサルティング事業 10,899

 そ の 他 の 事 業 16,110

　　　　　　　　　計 172,247

　　　　　　　消　　　去 △27,366

　　　　合　　　　　　　　計 144,881

  注 １. 受託加工収入は，金属事業の「その他製品」及び金属加工事業の「伸銅品」、「特殊鋼製品」、

        「電子部品加工製品」の項にそれぞれ計上しております。

　 ２. 記載金額には，消費税等は含まれておりません。

　 ３. 消去は，事業部門間取引で発生したものであります。
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（１３）有  価  証  券  の  時  価  (連  結 )

１． その他有価証券のうち時価のあるもの
      当中間期は、中間財務諸表等規則改正省令附則第３項に基づき、その他有価証券のうち時価のあるものについて、
    時価評価を行わないため、次の注記を記載いたします。

（単位：百万円）

12   年   9   月   中   間   期

（平成 １2年 9月 30日）

            期   別

 種   類

中間貸借対照表

計上額
時     価 評価損益 税効果調整額

税効果調整額差引

後の評価損益

株     式

債    券

合        計

６，８２４

１，１０３

７，９２７

１２，２８５

  １，１６６

１３，４５１

５，４６１

６３

５，５２４

２，２７７

２６

２，３０３

３，１８４

３７

３，２２１

（注）１．時価の算定方法

        (1)上場有価証券 … 主に東京証券取引所の最終価格によっております。

        (2)店頭売買有価証券 … 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

（注）２．税効果調整額

      税効果調整額は、評価損益に法定実効税率を乗じて計算しております。
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（１４）関連当事者との取引

　１． 親会社及び法人主要株主等

　　 該当事項はありません。

　２．役員及び個人主要株主等

　　該当事項はありません。

３．子会社等

（単位：百万円）

関係内容会社の名称 住所 資本金 事業の内容 議決権等の所有
割合

役 員 の
兼任等

事 業 上
の関係

取 引 の
内容

取引金額 科　目 中間期
末残高

関連会社 ｴｲ･ｴﾇ･ﾃｨ
ﾐﾈﾗﾙｽﾞ社

ｵ-ｽﾄﾗﾘｱ
ﾀ ﾞ - ｳ ｨ ﾝ
市

19,200
千 A$

亜鉛鉱採掘
直接

33. 33%
間接
16.67％

    2 投融資 資 金 の
貸付

     － 長期貸
付金

 6,705

４．兄弟会社等

　　該当事項はありません。


